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〈要旨〉
自動音声応答通話（オートコール）調査は、 年以上前から選挙情勢を測るための手法として

活用されてきた。選挙情勢を分析するためのデータとして有効だが、回収率も低く確率標本に対
する調査ではないため、調査結果の「値（％）」を世論として報道するに値する科学的根拠に乏し
く、インターネット調査などと同様、主要マスコミの報道で世論を分析した報道で活用されるこ
とはなかった。

しかしながら、インターネット調査は市場調査の分野では大いに活用されており、その有用性
が確認されている。これには、非確率標本に対する調査の活用方法が確立されていることが背景
にある。そして、オートコール調査に対しても同様のノウハウを当てはめることが可能である。
本発表では、このノウハウを活用したオートコール調査の世論分析への活用について、「世論観

測」の概念と共に解説する。
 

Automated phone surveys have been used for more than 10 years as a method of gauging 
voter intentions in elections. They are useful in obtaining data for analyzing voter intensions, 
but the response rate is low and they do not target probability samples. Thus, there is not 
enough scientific basis for using the “value (in percentage terms)” of the results of such 
surveys while reporting news on public opinions. For this reason, automated phone surveys, 
as in the case of internet surveys, are not normally used by major media outlets for analyzing 
public opinions. 
However, internet surveys are widely used in market research, and their effectiveness has 
already been confirmed. The reason being, when it comes to internet surveys, a method has 
been established for using surveys of non-probability samples. The same know-how could be 
applied to automated phone surveys.This presentation discusses, along with the concept of 
“public opinion observation,” how to use this know-how in analyzing public opinions obtained 
from automated phone surveys. 

１． 前提条件：オートコール調査の基本事項

世論調査の大原則

代表性のない調査

オートコール調査の回収率

調査員調査と比較した、オートコール調査の優位点

音声調査と 調査

２．活用方法：代表性のないサンプル調査「世論観測」の概念と工夫

代表性のない調査で、示せること、示せないこと

世論観測について

傾向を把握するための工夫

３．代表性のないサンプルへの調査（オートコール調査・インターネッ

ト調査等）の公表のありかた
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る。つまり我々は自らが正しいと思う数値を社会

（世間）に対して示さねばならない。それが社会契

約的な意味での「世論調査」である（好むと好まざ

るとにかかわらず）。その時に、先行する調査法と

して一定程度「正しい」という評価が確立している

従来型 調査による集計値があり、一方で、新し

い調査法であるノン・スポークン調査による集計

値がある。そして両者の数値がほぼ同じ水準であ

るなら、ノン・スポークン調査を社会契約的な意味

における「世論調査」だとして実用上何か支障があ

るだろうか。それでもなお、やはり厳密に統計学な

ランダムサンプリングとしての手続きを経なけれ

ば世論調査として認められない、というなら、もは

や「方法が正しいから結果によらず正しい」「方法

が正しくないから結果によらず誤り」と言ってい

るに等しく、それではあまりに教条的に過ぎない

だろうか。それはおそらく、猟犬の価値を判断する

のに血統のみ気にするようなものであろう。

５ 終わりに

本稿では、社会調査研究センターと毎日新聞社

が 年 月から導入した、スマートフォンを対

象としたショートメール調査と固定電話を対象と

したオートコール（自動音声応答）調査の混合モー

ド調査である「ノン・スポークン（ ）調

査」について概説した。その上で調査結果に関し、

対象者が不在や多忙の場合に再架電する従来型

調査とは異なり、再架電しない掛け捨てなので

大量の発信となること、その結果、発信数や接続数

に対する回収数の比率が小さくなることを報告し

た。回答者の性別はスマホ調査部分の影響で男性

に偏ったが、年齢については、若年層過多のスマホ

調査と高齢層過多の固定調査を合算した結果、国

勢調査に近い年代分布となった。内閣支持率や政

党支持率など、回答者の政治意識は、従来型 調

査で実施された報道各社の世論調査とトレンドで

も水準でもあまり違いが見られなかった。その上

で、ノン・スポークン調査が世論調査と言えるかを

自己批判的に分析したが、電話に出た人に答えて

もらう任意法を固定電話調査部分で採用している

ため、標本の代表性の点で従来型 調査に劣る

ものの、肝心の内閣支持率や政党支持率、個別政策

課題の賛否の比率では違いが見られなかったので、

先行して確立した世論調査手法である従来型

調査と同様に「世論調査」と呼んで差し支えないの

ではないかと結論した。ただし、従来型 調査と

今後も乖離が生じないかどうかについて継続的に

モニターしていく必要があり、その結果は「プロセ

スの開示」と「結果の品質表示」の原則にしがって

随時開示していく予定である。

（株式会社社会調査研究センター 調査研究部）
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る可能性がある。オートコール調査は全く同じ音

声の刺激を与えることができるため、調査結果が

より安定するといえる。これは、郵送調査など自

記式調査の特徴として言われてきたことだが、オ

ートコール調査も同様である。また、教育や管理

のコストが不要であり、それらもあって調査全体

にかかるコストが低いことも利点である。

音声調査と 調査

携帯電話（スマートフォン）を対象とする調査

であれば、オートコールの音声で、 （ショート

メッセージ）で調査サイトへの をお送りする

ことの許諾を取得したうえで、調査を依頼するこ

とが可能だ。本手法は、回答への誘導にオートコ

ールを用いるものの、調査の手法としては 調

査にあたる。 調査は目で見る調査であること

から、電話調査では難しいような、多くの選択肢

から選んでもらうような設問を設けることができ、

文章での自由回答を記述してもらうことができる

といった利点がある。

しかしながら、固定電話および携帯電話のオー

トコールをミックスさせて活用するような場合に

は、 調査の活用は特に必要な理由がない限り

は以下の 点の理由により推奨しない。

点目は、 に誘導することにより、リストに

対する回収率が半分程度に落ちてしまうというこ

とだ。これは、音声による許諾を取得したうえで、

で調査を回答してもらうという、二段階での

依頼になっていることが原因である。）で回収率

について気にする必要はないと書いたが、それで

も用意するリストが２倍必要だということはコス

ト増要因でありデメリットとなる。

点目は、最終的に固定電話調査とミックスを

させるときの問題がある。耳で聞く調査と目で見

る調査と、全く異なる刺激を与えた調査結果を合

算してもよいのか、仮に合算するとすれば、どの

ように合算すべきなのかという話は未解決問題で

ある。異なる手法の調査を混ぜて集計することに

対する我々の知見はまだ不十分である。このよう

な難しい問題に不必要なのに手を出す必要はない、

というのが筆者の考えだ。

ちなみに、現在の 法での世論調査で一般的

に用いられている携帯電話と固定電話をミックス

する調査を「ミックスモード調査」と書かれるこ

とがあるが、これは誤りである。携帯電話と固定

電話は調査の対象先のサンプリングフレームが異

なるだけであり（デュアルフレーム調査と呼ばれ

ることがある）、調査モード（手法）は「電話調査」

で単一である。

２．活用方法：代表性のないサンプル調査「世論

観測」の概念と工夫

代表性のない調査で、示せること、示せないこと

ここまでオートコール調査の特性について説明

をしてきたが、それらを踏まえて、オートコール

調査の有効な活用方法について説明する。ここま

で説明したように、オートコール調査は、ランダ

ムサンプリングで標本をつくっていない「代表性

のない調査」である。 年代に入って積極的に

活用されるようになった 調査もこれにあたり、

この調査の活用や特性については幅広く研究され、

検証されてきた経緯がある。

その特性の１つとして、代表性のない調査であ

っても「傾向」を分析することはできるというも

のがある。それは例えば時系列的な変化や、クロ

ス集計でみたときの分析軸ごとの傾向などといっ

たものだ。逆に、代表性のないサンプルに対する

調査で、調査結果の値（％）を示すことはできな

い。この値は代表性のない偏ったサンプルの特性

を示したにすぎず、世論を測定したことにはなら

ないからだ。

オートコール調査を用いる場合には、この特性

を最大限に活かした調査を実施し、結果を公表す

ることが必要だ。

世論観測について

この特性を活かして、世論の時系列的な変動を

探ろうとした概念が、萩原が提唱した「世論観測」

だ。萩原は での調査を定点的に実施して、世

論の変動を「観測」した。

日経リサーチでは、 年 月 日から 月

日までにかけて毎週、オートコールによる調査

を実施した。その結果は、時系列的な変化や傾向

分析に用いている。萩原の取り組みと比べると、

調査からオートコール調査にその手法は変わ

っているが、代表性のない調査を連続して行い、

時系列的な傾向を把握しようというその概念は萩

原が実施した世論観測と同じものだ。

傾向を把握するための工夫

傾向を正確に把握するためには、全く同質な調
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１．前提条件：オートコール調査の基本事項

世論調査の大原則 なぜランダムサンプリン

グが必要なのか

マスコミ各社が世論調査をはじめたのは、終戦

直後のことである。 年の日本新聞年鑑にはこ

のような記載がある。「戦後の日本の新聞界の

つの功績は科学的な世論調査を新聞のニュースと

して報道するようになったことである。世論調査

の目標は社会学、心理学、数理統計学の学理を総

合して、最も科学的な手法をもって一定の誤差の

範囲内で的確に世論を把握することである。」「（そ

れ以前は）はっきりと母集団の切断面がサンプル

されていないにもかかわらず、世論調査と銘打っ

て公表されていた」

戦時中は、世論は「つくるもの」であり、マス

コミ各社は国の指示に従い報道をするしかなかっ

た。しかし終戦後にマスコミは報道の自由を手に

入れ、その象徴的なものが正しく世論を測り、そ

れを報道することだったのである。そのためには、

世論調査には科学的に裏付けられた根拠が必要で

あり、そこで最も重視されたのが、調査対象を無

作為に選ぶ「ランダムサンプリング」だ。これ以

外の方法（例えば割り当て法など）で有権者全体

の縮図となるサンプルをつくることは難しく、そ

のようなサンプルには代表性がないというのが、

この当時にすでに導かれた結論である。偏ったサ

ンプルに対して調査をした結果は、そのサンプル

の特性を示しているに過ぎず、世論を測定してい

る訳ではないということだ。

代表性のない調査 オートコール調査の

サンプリングは完成していない

サンプリングは、電話番号を乱数により作

成する手法だという誤解もあるがそうではない。

調査では、電話をかけた先で、お住いの有権

者の人数をお伺いして、その中からランダムに

人の対象を抽出する。この場合、お住いの人数が

多いほど調査対象となる確率が小さくなるため、

集計時にこの確率を割り戻すウエイト集計を行う。

電話番号の抽出と、架電先での対象者の抽出とい

う二段抽出および、最終的な確率補正で、ランダ

ムサンプリングが完成している。

これに対してオートコールによる調査は、架電

先を乱数で作成した電話番号としても、調査回答

者はこちらが抽出した人ではなく、電話に出た人

ということになる。これではラムサンプリングは

完成していない。単純に考えても、電話に出やす

い人にサンプルは偏るし、世帯の人数が少ない人

が選ばれやすいが、それに対する補正も行われな

いことになる。このような手法で実施された調査

が、母集団からどのように偏っているかを科学的

に示すことは困難である。

オートコール調査は「ランダムサンプリング」

で実施されていない。これは、オートコールによ

る調査が科学的世論調査とはいえないということ

だ。このような調査に、どのような偏りが発生し

ているのかを論理的に示すことはもはや難しい。

オートコール調査の回収率

オートコールで、どれだけの発信や接続に対し

て、どれくらいの割合が回収されているかについ

ては、日経リサーチホームページに掲載している

レポート「 年緊急事態宣言下の世論観測レポ

ート」に掲載しているので、参照されたい。また、

日経リサーチホームページのコラムでも解説をし

ている。

おおまかにいえば、仮に回収率を計算するので

あれば、電話世論調査と比べると、 から

くらいの割合になると想定される。この回収率が

低い、いや、案外高いなど、意見はあるかと思う

が、これらの議論は無意味であると筆者は考えて

いる。代表性のあるサンプルに対する調査であれ

ば、回収率を高めることが、母集団推計のために

有意味だといえるが、偏りのあるサンプルに対す

る調査で回収率を高めても、その偏ったサンプル

の特性をより正確に示すに過ぎず、母集団推計と

いう観点では意味をなさない。オートコール調査

は回収率が低いことを欠点とする意見もあるが、

実は回収率について気に掛けること自体が無意味

である。

調査員調査と比較した、オートコール調査の

優位点

オートコール調査の利点は、調査対象者に全く

同一の刺激を与えて調査をすることができる点に

ある。調査員調査であれば、どうしても話し方の

違い、声質の違いによる印象の違いなどが発生す
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る可能性がある。オートコール調査は全く同じ音

声の刺激を与えることができるため、調査結果が

より安定するといえる。これは、郵送調査など自

記式調査の特徴として言われてきたことだが、オ

ートコール調査も同様である。また、教育や管理

のコストが不要であり、それらもあって調査全体

にかかるコストが低いことも利点である。

音声調査と 調査

携帯電話（スマートフォン）を対象とする調査

であれば、オートコールの音声で、 （ショート

メッセージ）で調査サイトへの をお送りする

ことの許諾を取得したうえで、調査を依頼するこ

とが可能だ。本手法は、回答への誘導にオートコ

ールを用いるものの、調査の手法としては 調

査にあたる。 調査は目で見る調査であること

から、電話調査では難しいような、多くの選択肢

から選んでもらうような設問を設けることができ、

文章での自由回答を記述してもらうことができる

といった利点がある。

しかしながら、固定電話および携帯電話のオー

トコールをミックスさせて活用するような場合に

は、 調査の活用は特に必要な理由がない限り

は以下の 点の理由により推奨しない。

点目は、 に誘導することにより、リストに

対する回収率が半分程度に落ちてしまうというこ

とだ。これは、音声による許諾を取得したうえで、

で調査を回答してもらうという、二段階での

依頼になっていることが原因である。）で回収率

について気にする必要はないと書いたが、それで

も用意するリストが２倍必要だということはコス

ト増要因でありデメリットとなる。

点目は、最終的に固定電話調査とミックスを

させるときの問題がある。耳で聞く調査と目で見

る調査と、全く異なる刺激を与えた調査結果を合

算してもよいのか、仮に合算するとすれば、どの

ように合算すべきなのかという話は未解決問題で

ある。異なる手法の調査を混ぜて集計することに

対する我々の知見はまだ不十分である。このよう

な難しい問題に不必要なのに手を出す必要はない、

というのが筆者の考えだ。

ちなみに、現在の 法での世論調査で一般的

に用いられている携帯電話と固定電話をミックス

する調査を「ミックスモード調査」と書かれるこ

とがあるが、これは誤りである。携帯電話と固定

電話は調査の対象先のサンプリングフレームが異

なるだけであり（デュアルフレーム調査と呼ばれ

ることがある）、調査モード（手法）は「電話調査」

で単一である。

２．活用方法：代表性のないサンプル調査「世論

観測」の概念と工夫

代表性のない調査で、示せること、示せないこと

ここまでオートコール調査の特性について説明

をしてきたが、それらを踏まえて、オートコール

調査の有効な活用方法について説明する。ここま

で説明したように、オートコール調査は、ランダ

ムサンプリングで標本をつくっていない「代表性

のない調査」である。 年代に入って積極的に

活用されるようになった 調査もこれにあたり、

この調査の活用や特性については幅広く研究され、

検証されてきた経緯がある。

その特性の１つとして、代表性のない調査であ

っても「傾向」を分析することはできるというも

のがある。それは例えば時系列的な変化や、クロ

ス集計でみたときの分析軸ごとの傾向などといっ

たものだ。逆に、代表性のないサンプルに対する

調査で、調査結果の値（％）を示すことはできな

い。この値は代表性のない偏ったサンプルの特性

を示したにすぎず、世論を測定したことにはなら

ないからだ。

オートコール調査を用いる場合には、この特性

を最大限に活かした調査を実施し、結果を公表す

ることが必要だ。

世論観測について

この特性を活かして、世論の時系列的な変動を

探ろうとした概念が、萩原が提唱した「世論観測」

だ。萩原は での調査を定点的に実施して、世

論の変動を「観測」した。

日経リサーチでは、 年 月 日から 月

日までにかけて毎週、オートコールによる調査

を実施した。その結果は、時系列的な変化や傾向

分析に用いている。萩原の取り組みと比べると、

調査からオートコール調査にその手法は変わ

っているが、代表性のない調査を連続して行い、

時系列的な傾向を把握しようというその概念は萩

原が実施した世論観測と同じものだ。

傾向を把握するための工夫

傾向を正確に把握するためには、全く同質な調
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１．前提条件：オートコール調査の基本事項

世論調査の大原則 なぜランダムサンプリン

グが必要なのか

マスコミ各社が世論調査をはじめたのは、終戦

直後のことである。 年の日本新聞年鑑にはこ

のような記載がある。「戦後の日本の新聞界の

つの功績は科学的な世論調査を新聞のニュースと

して報道するようになったことである。世論調査

の目標は社会学、心理学、数理統計学の学理を総

合して、最も科学的な手法をもって一定の誤差の

範囲内で的確に世論を把握することである。」「（そ

れ以前は）はっきりと母集団の切断面がサンプル

されていないにもかかわらず、世論調査と銘打っ

て公表されていた」

戦時中は、世論は「つくるもの」であり、マス

コミ各社は国の指示に従い報道をするしかなかっ

た。しかし終戦後にマスコミは報道の自由を手に

入れ、その象徴的なものが正しく世論を測り、そ

れを報道することだったのである。そのためには、

世論調査には科学的に裏付けられた根拠が必要で

あり、そこで最も重視されたのが、調査対象を無

作為に選ぶ「ランダムサンプリング」だ。これ以

外の方法（例えば割り当て法など）で有権者全体

の縮図となるサンプルをつくることは難しく、そ

のようなサンプルには代表性がないというのが、

この当時にすでに導かれた結論である。偏ったサ

ンプルに対して調査をした結果は、そのサンプル

の特性を示しているに過ぎず、世論を測定してい

る訳ではないということだ。

代表性のない調査 オートコール調査の

サンプリングは完成していない

サンプリングは、電話番号を乱数により作

成する手法だという誤解もあるがそうではない。

調査では、電話をかけた先で、お住いの有権

者の人数をお伺いして、その中からランダムに

人の対象を抽出する。この場合、お住いの人数が

多いほど調査対象となる確率が小さくなるため、

集計時にこの確率を割り戻すウエイト集計を行う。

電話番号の抽出と、架電先での対象者の抽出とい

う二段抽出および、最終的な確率補正で、ランダ

ムサンプリングが完成している。

これに対してオートコールによる調査は、架電

先を乱数で作成した電話番号としても、調査回答

者はこちらが抽出した人ではなく、電話に出た人

ということになる。これではラムサンプリングは

完成していない。単純に考えても、電話に出やす

い人にサンプルは偏るし、世帯の人数が少ない人

が選ばれやすいが、それに対する補正も行われな

いことになる。このような手法で実施された調査

が、母集団からどのように偏っているかを科学的

に示すことは困難である。

オートコール調査は「ランダムサンプリング」

で実施されていない。これは、オートコールによ

る調査が科学的世論調査とはいえないということ

だ。このような調査に、どのような偏りが発生し

ているのかを論理的に示すことはもはや難しい。

オートコール調査の回収率

オートコールで、どれだけの発信や接続に対し

て、どれくらいの割合が回収されているかについ

ては、日経リサーチホームページに掲載している

レポート「 年緊急事態宣言下の世論観測レポ

ート」に掲載しているので、参照されたい。また、

日経リサーチホームページのコラムでも解説をし

ている。

おおまかにいえば、仮に回収率を計算するので

あれば、電話世論調査と比べると、 から

くらいの割合になると想定される。この回収率が

低い、いや、案外高いなど、意見はあるかと思う

が、これらの議論は無意味であると筆者は考えて

いる。代表性のあるサンプルに対する調査であれ

ば、回収率を高めることが、母集団推計のために

有意味だといえるが、偏りのあるサンプルに対す

る調査で回収率を高めても、その偏ったサンプル

の特性をより正確に示すに過ぎず、母集団推計と

いう観点では意味をなさない。オートコール調査

は回収率が低いことを欠点とする意見もあるが、

実は回収率について気に掛けること自体が無意味

である。

調査員調査と比較した、オートコール調査の

優位点

オートコール調査の利点は、調査対象者に全く

同一の刺激を与えて調査をすることができる点に

ある。調査員調査であれば、どうしても話し方の

違い、声質の違いによる印象の違いなどが発生す

26Policy & Research No.19 (November 2020)
27 政策と調査　第19号（2020年11月）



第２部 発表＆討論

討論「社会の変容と調査の転換」

○堀江 第 部の発表と討論の、討論の部に移り

たいと思います。司会を務めます朝日新聞の堀江

といいます。どうぞよろしくお願いします。

日経リサーチの鈴木督久さんと、それから埼玉

大学の社会調査研究センター、今回は調査を実施

する社長という立場になりますか。

○松本 この討論に関してはね。主催は埼玉大学

ですけれども。この研究大会自体に関しては埼玉

大学として開催しています。

○堀江 ということで、松本先生にお越しいただ

きました。いつもは松本先生が司会をされるんで

すけれども、今回は松本先生が討論として実体験

等をお話ししてくださることになりました。

テーマは「社会の変容と調査の転換」というこ

とで、大きく社会が変わってきています。便利な

機器もいっぱい出てきています。人々の意識も大

きく変わってきています。そうした中で特に世論

調査の分野に携わる我々として、人々の意識、考

え、行動を丁寧に聞き取っていく仕事をしていく

上で非常に調査が難しい課題をいっぱい抱える時

代になりました。昔からの方法、やり方だけでは

うまくいかないということで、新しい調査に手を

出し、実験し、様々なデータを取ってみるという

試行錯誤が続いている状況だと思います。この先

果たしてどうなってしまうんだろうかという不安

を抱えていらっしゃる方もいると思います。課題

点を共有し、今進んでいく方向がどんな問題を抱

えているのか、もしかしたら抜け落ちているもの、

考えなきゃいけないものがあるんじゃないか、そ

うした点をこの討論の中で整理できるといいなと

思っていますので、どうぞよろしくお願いします。

それでは、本題に入る前に、内閣、首相が代わ

りましたので、今日は世論調査も紙面に載ってい

る社がいくつかあります。その感想からお聞きし

たいと思うんですけれども、菅内閣は非常に高い

内閣支持率でスタートしたと今日の朝刊等で報じ

られています。あと、安倍さんが退陣を表明した

後の世論調査で支持率が急上昇したという現象も

見られました。図らずも内閣支持率で測られてい

るものは何なのかというのがいま見えたような気

もするんですけれども、菅さんの新内閣発足、第

回目の調査の高い内閣支持率、この辺り、先生

はどうご覧になっていますか。

○松本 内閣支持率というのは、今、堀江さんが

言われたように、何を測っているんだろう、何が

反映されているんだろうということから言うと、

僕は今の社会の雰囲気指標みたいなもの、自分を

含めた今の社会の状況というのはどうか、どう認

識しているのかというものが出てくる。だから、

内閣支持率に世論が収れんし、世論の指標が内閣

支持率に一元化されるという問題はあるんだけれ

ども。その点から言うと、やはり、安倍さんがお

やめになって新しい内閣になったという つの区

切りがついたこと、ただし、コロナを抱えている

という社会の状況に変わりないので、世の中の人

たちの、内閣の替わり目というのを契機にもう少

し気を引き締めてしっかりやりましょうよという

自己認識も含めた数値かなと思いますけれどもね。

○堀江 そこで内閣支持率が上がる？

○松本 そうですね。要するに否定はしていない

わけですし、マイナスイメージではないことは確

かなので、内閣が替わったことを肯定的に受け入

れているという、世の中の人たちがそういう認識

でいると。

○堀江 ある種のリニューアル効果ですね。

○松本 そうだと思いますけれどもね。

○堀江 鈴木さん、何かお感じになりましたか。

○鈴木 私はふだん内閣支持率の数字について解

釈するというのは意図的に避けているところがあ

りまして、あまりそういう解説はしません。しか
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査（例えば実施する曜日や時間帯を揃えるなど）

を連続して行うことが重要なのはもちろんだが、

比較できる調査設問を用意しておくことが必要だ。

そのためには、全く同じ設問において時系列で比

較することや、設問文を型化して、同じ型同士の

結果を比較できるようにすることが必要だ。

例えば日経リサーチの世論観測では、全ての設

問を「完全定型質問」「準定型質問」「取り組み評

価質問」「考え方賛否質問」の４つにそろえた。こ

のようにすることで、例えば「国会議員歳費削減」

の賛否と、「検察官定年延長法案」の賛否の結果を

比較して、どちらの法案のほうが指示されている

のかという傾向を明らかにすることが出来る。

３．代表性のないサンプルへの調査（オートコー

ル調査・インターネット調査等）の公表のあ

りかた

代表性のないサンプルに対する調査の値（％）

が母集団の特性を表していないということを鑑み

ると、 調査やオートコール調査を科学的な世

論調査として取り扱うのには無理がある。しかし

ながらこれらの調査結果を公表するにあたって、

値を全く使わないことは困難だろう。しかしなが

ら、公表にあたっては一定の説明が必要だと考え

る。これから述べる３点については、既に広く実

践されていることではあるが、今一度ここで整理

しておく。

点目は、「世論調査」という言葉をつかわない

ということだ。世論調査という言葉を使うと、「世

論」を正確にとらえた調査であると誤解されてし

まう。科学的な根拠がない調査に対して、世論調

査という言葉は使うべきではないというのが筆者

の考えだ。実際に、 調査を用いた結果は、「意

識調査」などの名前で公表されることが多い。日

経リサーチのオートコール調査を「世論観測」と

して、世論調査という言葉を全く使わないように

したのは、科学的な世論調査であるとの誤解を避

けるためだ。

点目は、調査対象をどのようにして決めたか

を明示して、偏りがあることを明示する、また可

能であればどのような偏りがある可能性があるか

を示すことだ。仮にインターネットモニター調査

であれば、そのようなモニターに対しての調査で

あるため、 リテラシーが高い層であるなどの

偏りが存在することを示すことができれば丁寧だ。

そして 点目は、できるかぎり値（％）にフォ

ーカスせず、傾向分析を報道の主眼に置くことだ。

例えば、「過半数である」といった用い方は、本来

であれば代表性のない調査で語ることが出来ない

分析であるはずだ。しかし、値（％）そのものを

全く使わずに報道することはなかなか難しい。代

表性のない調査であり、世論からは偏っている可

能性があることを示していれば、あくまでこの調

査における結果の値（％）としてこれを報道する

ことについては可能だと考えている。

 
（株式会社日経リサーチ 世論調査部） 
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